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凡 例 

   １  比率（％）等は、原則として小数点以下第２位を四捨五入した。 

   したがって、合計と内訳の係数が一致しない場合がある。 

   ２  収入率は、予算額及び調定額に対する収入済額の割合で、執行率は、

予算額に対する支出済額の割合である。 



 

 

平成３０年度君津市水道事業決算審査意見 

 

 

第１ 審査の対象 

    平成３０年度君津市水道事業決算  

 

 第２ 審査の期間 

    令和元年６月１０日から令和元年６月２６日まで 

 

 第３ 審査の方法 

    審査に当たっては、決算報告書、財務諸表及び決算附属書類が、地方公営企業法等の

規定に準拠して作成され、また、事業の経営成績及び財政状態が適正に表示され、かつ

効率的に運営されているかどうかを検証するため、会計諸帳票及び証書類との照合等を

実施するとともに、関係職員の説明を求め審査を実施した。 

 

 第４ 審査の結果 

 審査に付された決算報告書、財務諸表及び決算附属書類は、いずれも関係法令に基づ

いて適正に作成されており、計数は正確であるとともに、経営成績及び財政状態は適正

に表示されているものと認められた。 

    事業運営については、経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進することに留意

し適正に行われ、予算執行もおおむね所期の目的に沿っているものと認められた。 

    なお、審査の概要については、次に述べるとおりである。 

- 1 -



 

１ 概要 

（１）営業 

   平成30年度末における給水区域内人口8万2,759人に対し、給水人口は8万1,638人で、

普及率は 98.65％で前年度と変わらず、給水人口では 847 人減少したが、給水戸数では 122

戸増加している。 

   給水関係では、年間総配水量は前年度よりも 671  (0.01％)減の 998 万 8,977  、一日

平均配水量も 2  (0.01％)減の 2万 7,367  となり、一日最大配水量は前年度より 2.6 ポ

イント増の 3万 510  である。年間有収水量については、13万 8,637  減の 811 万 7,965

 、有収率は 81.3％と 1.4 ポイントの減となっている。 

   なお、君津広域水道企業団から年間総配水量の 65.8％にあたる 657 万 158  を受水し、

受水量は前年度から 10万 4,150  (1.6％)の増となっている。 

 

（２）建設・改良 

   本年度の建設改良工事の概要は、事業費 11億 4,276 万 5,895 円で、そのうち改良事業を

42件、工事費 10億 119 万 5,640 円で実施している。 

   老朽管更新工事については 10件実施しており、工事費は 4億 8,151 万 440 円である。 

  (南久保、馬登、俵田、南子安、人見・中野、貞元、戸崎・長谷川、広岡、北子安、山滝野) 

   施設改良工事については、配水管施設 22件、取水施設 1件、送水施設 1件及び配水施設

8件を工事費 5億 1,968 万 5,200 円で実施している。（以上、金額は消費税及び地方消費税

込額） 

 

（３）経理 

   収益的収支の状況は、水道事業収益 23 億 7,939 万 3,619 円に対し、水道事業費用は 22

億 3,567 万 9,878 円で、当年度純利益 1億 4,371 万 3,741 円を計上している。 

   これに、減債積立金の使用により生じたその他未処分利益剰余金変動額 3 億 92 万 265

円を合わせ、未処分利益剰余金は 4億 4,463 万 4,006 円となる。（以上、金額は消費税及び

地方消費税抜額） 

   資本的収支の状況は、資本的収入額 9 億 6,936 万 9,258 円に対し、資本的支出額は 16

億 1,067 万 3,609 円で、不足する額 6億 4,130 万 4,351 円については、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額 7,279 万 7,497 円、減債積立金 3億 92 万 265 円及び損益勘

定留保資金 2億 6,758 万 6,589 円で補てんしている。（以上、金額は消費税及び地方消費税

込額） 

 

 

 

- 2 -



 

（４）業務実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 予算の執行状況 

（１）収益的収入及び支出 

  収 入                              （単位：円・％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ）は、消費税及び地方消費税額  

増減値 比率(%)

人 82,759 83,618 △ 859 99.0

人 81,638 82,485 △ 847 99.0

％ 98.65 98.65 0.0 100.0

戸 34,420 34,298 122 100.4

年間  9,988,977 9,989,648 △ 671 100.0

一日平均  27,367 27,369 △ 2 100.0

 6,570,158 6,466,008 104,150 101.6

年　　間  8,117,965 8,256,602 △ 138,637 98.3

一日平均  22,241 22,621 △ 380 98.3

 30,510 29,750 760 102.6

％ 81.3 82.7 △ 1.4 98.3

ｍ 840,220.6 840,323.9 △ 103.3 100.0

一日最大配水量

有　　収　　率

導・送・配水管延長

年度末給水人口

普　　及　　率

年度末給水戸数

配水量

有収水量

項目

受　　水　　量

単位 平成３０年度 平成２９年度
前年度比

給水区域内人口

予算額に対する 本年度 前年度

決算額の増減額 収入率 収入率

1 営業収益 2,362,107,000 2,346,359,356 △ 15,747,644 99.3 101.2

　(1)給水収益 2,302,063,000 2,285,553,506 △ 16,509,494 99.3 101.1

　(2)負担金 3,765,000 2,031,309 △ 1,733,691 54.0 -

　(3)その他の営業収益 56,279,000 58,774,541 2,495,541 104.4 104.1

2 営業外収益 184,103,000 212,007,046 27,904,046 115.2 99.7

　(1)加入金 74,541,000 81,675,000 7,134,000 109.6 76.7

　(2)受取利息及び配当金 77,000 77,072 72 100.1 100.0

　(3)他会計補助金 13,757,000 13,173,683 △ 583,317 95.8 97.7

　(4)長期前受金戻入 92,064,000 108,887,393 16,823,393 118.3 120.2

　(5)雑収益 1,721,000 4,904,143 3,183,143 285.0 209.5

　(6)消費税及び
　　 地方消費税還付金

1,943,000 3,289,755 1,346,755 169.3 -

3 特別利益 474,000 306,000 △ 168,000 64.6 100.0

　(1)固定資産売却収益 474,000 306,000 △ 168,000 64.6 -

2,558,672,402

(175,989,028)
101.1

決算額区分 予算額

収益的収入合計 2,546,684,000 11,988,402 100.5
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  支 出                               （単位：円・％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ）は、消費税及び地方消費税額 

   収益的収入及び支出の執行状況は、上表のとおりである。 

   収益的収入の予算額 25億 4,668 万 4,000 円に対し、決算額は 25億 5,867 万 2,402 円(内

消費税及び地方消費税１億 7,598 万 9,028 円)で、収入率は 100.5％であり予算額に対して

1,198 万 8,402 円の増となっている。 

   収益的収入の 91.7％が営業収益であるが、この主なものは給水収益の 22 億 8,555 万

3,506円(内消費税及び地方消費税1億6,921万3,529円)で、予算額に対して1,650万9,494

円(消費税及び地方消費税込額)の減となっている。 

   営業外収益の主なものは、長期前受金戻入 1 億 888 万 7,393 円と加入金 8,167 万 5,000

円(内消費税及び地方消費税 605 万円)である。 

   また、特別利益は、固定資産売却収益 30万 6,000 円である。 

   収益的支出の予算額 23億 9,758 万 7,000 円に対し、決算額は 23億 4,092 万 2,963 円(内

消費税及び地方消費税1億919万7,790円)で､執行率は97.6％であり予算額に対して5,666

万 4,037 円が不用額となっている。 

 

翌年度 本年度 前年度

繰越額 執行率 執行率

1 営業費用 2,164,431,000 2,119,979,078 0 44,451,922 97.9 97.5

　(1)原水及び浄水費 1,142,812,000 1,138,231,299 0 4,580,701 99.6 99.1

　(2)配水及び給水費 192,750,000 179,298,358 0 13,451,642 93.0 92.0

　(3)業務費 164,795,000 155,363,150 0 9,431,850 94.3 95.8

　(4)総係費 118,056,000 103,482,937 0 14,573,063 87.7 94.3

　(5)減価償却費 498,374,000 498,373,401 0 599 100.0 99.7

　(6)資産減耗費 47,644,000 45,229,933 0 2,414,067 94.9 67.2

2 営業外費用 134,799,000 127,231,840 0 7,567,160 94.4 99.9

　(1)支払利息及び
　　 企業債取扱諸費

132,392,000 124,825,969 0 7,566,031 94.3 99.9

　(2)雑支出 2,407,000 2,405,871 0 1,129 100.0 99.9

3 特別損失 96,357,000 93,712,045 0 2,644,955 97.3 -

　(1)その他特別損失 62,414,000 59,769,360 0 2,644,640 95.8 -

　(2)過年度損益修正損 33,943,000 33,942,685 0 315 100.0 -

4 予備費 2,000,000 0 0 2,000,000 0.0 0.0

2,340,922,963

(109,197,790)
97.6

不用額区分 予算額 決算額

収益的支出合計 2,397,587,000 0 56,664,037 97.6
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   収益的支出の90.6％を占める営業費用は､21億1,997万9,078円(内消費税及び地方消費

税 1億 463 万 8,679 円)で執行率は 97.9％である。 

   営業費用の主なものは、原水及び浄水費 11億 3,823 万 1,299 円である。このうち、君津

広域水道企業団からの受水費は 9億 462 万 2,133 円である。 

営業外費用は 1億 2,723 万 1,840 円で、執行率は 94.4％となっており、主なものは支払

利息及び企業債取扱諸費の 1億 2,482 万 5,969 円である。 

 

（２）資本的収入及び支出 

   収 入                             （単位：円・％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ）は、消費税及び地方消費税額 

 

   支 出                              （単位：円・％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ）は、消費税及び地方消費税額 

 

 

予算額に対する 本年度 前年度

決算額の増減額 収入率 収入率

1 企　業　債 867,600,000 853,300,000 △ 14,300,000 98.4 70.2

2 負　担　金 33,180,784 35,640,221 2,459,437 107.4 221.6

3 補　助　金 80,371,000 80,371,005 5 100.0 89.5

4 固定資産売却代金 59,000 58,032 △ 968 98.4 0.0

969,369,258

(2,472,653)
△ 11,841,526 98.8 74.0

区　　分 予算額 決算額

資本的収入合計 981,210,784

翌年度 本年度 前年度

繰越額 執行率 執行率

1 建設改良費 1,191,520,000 1,133,207,895 9,558,000 48,754,105 95.1 74.0

　(1)改良工事費 1,111,132,000 1,065,413,520 9,558,000 36,160,480 95.9 72.9

　(2)事務費 79,405,000 66,958,935 0 12,446,065 84.3 93.7

　(3)量水器費 749,000 602,160 0 146,840 80.4 68.8

　(4)固定資産購入費 234,000 233,280 0 720 99.7 20.1

2 企業債償還金 478,476,000 477,465,714 0 1,010,286 99.8 100.0

1,610,673,609

(79,745,120)
96.4 82.0

区分 予算額 決算額 不用額

資本的支出合計 1,669,996,000 9,558,000 49,764,391
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   資本的収入及び支出の執行状況は、前頁の表のとおりである。 

   資本的収入の予算額 9億 8,121 万 784 円に対し、決算額は 9億 6,936 万 9,258 円(内消費

税及び地方消費税 247 万 2,653 円)で収入率は 98.8％である。 

   収入の内訳は、老朽管更新工事等の財源として、企業債借入金 8億 5,330 万円、工事及

び開発負担金 3,564 万 221 円及び補助金 8,037 万 1,005 円である。 

   資本的支出の予算額 16億 6,999 万 6,000 円に対し、決算額は 16億 1,067 万 3,609 円(内

消費税及び地方消費税 7,974 万 5,120 円)で、執行率は 96.4％であり、予算額に対し 4,976

万 4,391 円の不用額となっている。 

   支出の主なものは、改良工事費10億 6,541万 3,520円、企業債償還金4億 7,746万 5,714

円及び事務費 6,695 万 8,935 円である。 

 

 

３ 経営成績（消費税及び地方消費税抜） 

  経営成績は、決算審査資料の損益計算書（別表２）のとおりであり、当年度純利益は 1億

4,371 万 3,741 円となっている。 

 

（１）営業収益及び営業費用 

   営業収益は、21億7,659万5,746円であり、前年度と比較すると4,447万9,925円(2.0％)

の減となっている。 

   主なものは、給水収益 21億 1,633 万 9,977 円である。 

   なお、水道料金等の未収金は 1億 5,233 万 9,599 円で、前年度と比較すると 69.9％増加

している。 

   営業費用は、20億 1,534 万 399 円であり、前年度と比較すると 4,336 万 8,842 円(2.2％)

の増となっている。 

   主なものは、原水及び浄水費 10億 5,515 万 630 円、減価償却費 4億 9,837 万 3,401 円、

配水及び給水費 1億 6,913 万 3,776 円及び業務費 1億 4,556 万 6,789 円である。 

 

（２）営業外収益及び営業外費用 

   営業外収益は、2 億 249 万 1,873 円で、前年度と比較すると 3,873 万 5,994 円(23.7％)

の増となっており、その主なものは、長期前受金戻入 1 億 888 万 7,393 円、加入金 7,562

万 5,000 円及び他会計補助金 1,317 万 3,683 円である。 

   営業外費用は 1 億 3,105 万 4,794 円で、前年度と比較すると 1,097 万 4,605 円(7.7％)

の減となっており、その主なものは、支払利息及び企業債取扱諸費 1億 2,482 万 5,969 円

である。 
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（３）費用の要素別構成 

   受託工事費、材料売却原価及び不用品売却原価を除いた費用の要素別構成は、次表のと

おりである。 

   構成比率で大きな割合を占めているのは、受水費 8億 3,761 万 3,092 円(37.5％)、減価

償却費 4億 9,837 万 3,401 円(22.3％)及び委託料 2億 1,200 万 7,885 円(9.5％)である。 

   次に、前年度対比で増加した主なものは、その他費用 1 億 1,168 万 8,445 円(159.4％)

及び委託料 1,897 万 5,281 円（9.8％）であり、減少となった主なものは、企業債利息 1,153

万 2,990 円（8.5％）、減価償却費 651 万 6,259 円（1.3％）及び人件費 504 万 6,854 円（3.4％）

である。 

 

費用要素別構成表                           （単位：円・％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

費用合計は、受託工事費、材料売却原価及び不用品売却原価を除いた金額である。 

 

（４）供給単価と給水原価 

   有収水量１ 当たりの供給単価(販売)と給水原価(生産) は、次表のとおりである。 

給水収益である供給単価は 260.70 円、費用としての給水原価は 250.93 円である。 

決算額 構成比率 決算額 構成比率 増減額 比率

人 件 費 144,300,166 6.5 149,347,020 7.1 △ 5,046,854 96.6

委 託 料 212,007,885 9.5 193,032,604 9.1 18,975,281 109.8

受 水 費 837,613,092 37.5 835,113,492 39.5 2,499,600 100.3

修 繕 費 114,571,569 5.1 102,166,371 4.8 12,405,198 112.1

動 力 費 100,551,543 4.5 96,832,084 4.6 3,719,459 103.8

薬 品 費 5,635,020 0.3 6,231,440 0.3 △ 596,420 90.4

路 面 復 旧 費 13,403,411 0.6 13,382,033 0.6 21,378 100.2

材 料 費 1,005,189 0.0 1,208,552 0.1 △ 203,363 83.2

減 価 償 却 費 498,373,401 22.3 504,889,660 23.9 △ 6,516,259 98.7

企 業 債 利 息 124,825,969 5.6 136,358,959 6.5 △ 11,532,990 91.5

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

1,144,693 0.1 3,144,526 0.1 △ 1,999,833 36.4

そ の 他 費 用 181,754,212 8.1 70,065,767 3.3 111,688,445 259.4

費 用 合 計 2,235,186,150 100.0 2,111,772,508 100.0 123,413,642 105.8

前年度対比
科　　目

平成３０年度 平成２９年度
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   前年度と比較すると、供給単価が 1.04 円下がったうえ、給水原価が 6.51 円上がったた

め、販売収益は 7.55 円減少することとなり、１ の給水をすると 9.77 円の販売収益を得

た状況となっている。 

 

供給単価及び給水原価単価比較表                      （単位：円） 

 

 

 

 

 

  受託工事費他とは、受託工事費、材料売却原価、不用品売却原価及び減価償却費のうち長期前受金

戻入見合額の合算である。 

 

 

４ 財政状態 

  財政状態は、決算審査資料の貸借対照表(別表４及び別表５)のとおりであり、資産合計は

151 億 6,077 万 8,786 円で前年度と比較すると 5億 6,706 万 3,032 円(3.9％)の増である。 

 

（１）資産 

 （ア）固定資産 

    固定資産は 136 億 9,962 万 4,772 円で、前年度と比較して 4億 7,585 万 8,724 円の増

となっている。 

    内訳は、有形固定資産 136 億 9,746 万 5,572 円、無形固定資産 15万 9,200 円及び投資

200 万円である。 

    有形固定資産の内訳は、土地 5億 3,099 万 8,443 円、建物 1億 9,405 万 4,424 円、構

築物 118 億 6,761 万 7,205 円、機械及び装置 8億 9,981 万 1,099 円、車両運搬具 119 万

1,348 円、工具・器具及び備品 513 万 5,703 円及び建設仮勘定 1 億 9,865 万 7,350 円で

ある。 

    無形固定資産の 15 万 9,200 円は施設利用権(電話加入権)、投資の 200 万円は株式会

社君津水道サービスセンターへの出資金である。 

 (イ）流動資産 

    流動資産は 14億 6,115 万 4,014 円で、前年度と比較して 9,120 万 4,308 円(6.7％)の

増となっている。 

    内訳は、現金預金 12億 8,551 万 5,532 円、未収金 1億 5,233 万 9,599 円、貯蔵品 1,949

万 6,153 円、前払金 380 万円及びその他流動資産 2,730 円である。 

平成３０年度 平成２９年度 前年度対比

供給単価(販売) 260.70 261.74 △ 1.04 給水収益÷有収水量

給水原価(生産) 250.93 244.42 6.51 (総費用－受託工事費他)÷有収水量

販売収益 9.77 17.32 △ 7.55 供給単価－給水原価

区　　分
有収水量１ あたりの金額

算出基礎
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（２）負債及び資本 

 （ア）固定負債 

    固定負債は、企業債 62 億 851 万 620 円で、前年度と比較して 3 億 3,454 万 4,539 円

(5.7％)の増となっている。 

 （イ）流動負債 

    流動負債は 10億 2,702 万 6,897 円で、前年度と比較して 8,849 万 6,788 円(9.4％)の

増となっている。内訳は、企業債 5億 1,718 万 1,878 円、未払金 4億 2,972 万 729 円、

預り金 6,687 万 8,309 円、前受金 3万 2,400 円及び引当金 1,321 万 3,581 円である。 

 （ウ）繰延収益 

    繰延収益は 14億 4,484 万 6,004 円で、前年度と比較して 30万 7,964 円の増となって

いる。 

 （エ）資本金 

    資本金 55億 5,949 万 731 円で、前年度と比較して 3億 460 万 4,681 円(5.8％)の増と

なっている。 

 （オ）剰余金 

    剰余金は 9億 2,090 万 4,534 円で、前年度と比較して 1億 6,089 万 940 円(14.9％)の

減となっている。内訳は、資本剰余金 4億 7,627 万 528 円及び利益剰余金 4 億 4,463 万

4,006 円である。 

 

（３）正味運転資金と流動比率 

   正味運転資金と流動比率の状況は次表のとおりである。 

   流動資産 14億 6,115 万 4,014 円から流動負債 10億 2,702 万 6,897 円を差し引いた正味

運転資金は 4億 3,412 万 7,117 円となっており、前年度と比較して 270 万 7,520 円増加し

ている。 

   短期的な資金繰りの状況を示す流動比率は 142.3％となり、前年度に比較して 3.7 ポイ

ント下降している。 

 

 （単位：円・％） 

 

 

 

 

 

 

流動比率：流動資産÷流動負債×100 

増 減 値 比 率

434,127,117 431,419,597 2,707,520 100.6

流動資産 1,461,154,014 1,369,949,706 91,204,308 106.7

流動負債 1,027,026,897 938,530,109 88,496,788 109.4

142.3 146.0 △ 3.70 -流動比率

区　　　分 平成３０年度 平成２９年度
前年度比較

正味運転資金
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５ 企業債の状況 

   企業債の状況は次表のとおりである。 

   前年度末残高は 63億 4,985 万 8,212 円で、財政融資資金から老朽管更新工事費及び改良

工事として 8億 5,330 万円を借り入れる一方、財政融資資金に 3億 2,618 万 9,108 円、地

方公共団体金融機構に 1億 5,127 万 6,606 円の、合計 4億 7,746 万 5,714 円を償還してい

る。 

   したがって、平成 30 年度末の未償還残高は、67 億 2,569 万 2,498 円となり、これは前

年度末残高と比較して 3億 7,583 万 4,286 円の増となっている。 

（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

６ その他 

（１）工事の執行状況 

   各工事の執行状況は、契約関係等について審査を実施したところ、適正に執行されてい

るものと認められた。 

（２）貯蔵品について 

   貯蔵品の在庫確認は、台帳に基づいてたな卸検査を実施したところ、数量及び管理状況

とも適正であると認められた。 

 

 

む す び 

  平成 30年度水道事業決算の審査結果は以下のとおりである。 

  業務状況をみると、給水人口は 8 万 1,638 人で前年度に比べ 847 人の減､給水戸数は 3 万

4,420 戸で 122 戸の増となったが、給水普及率は 98.65％のまま増減はない。 

  年間総配水量は、998 万 8,977  で、前年度に比べ 671  (0.01％)の減少、年間有収水量

は、811 万 7,965  であり、前年度に比べ 13 万 8,637  減少し、有収率は 81.3％と前年度

対比 1.4 ポイントの減となっている。なお、有収水量については、給水人口が減少傾向にあ

ることや、事業系の大口需要者の地下水利用等による合理化・効率化、一般家庭の節水機器

の普及や節水意識の高揚による 1 人当たり需要量の減少により、年々、減少傾向の状況であ

る。 

資  金  名 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

財 政 融 資 資 金 5,038,978,585 853,300,000 326,189,108 5,566,089,477

地方公共団体金融機構 1,310,879,627 0 151,276,606 1,159,603,021

合     計 6,349,858,212 853,300,000 477,465,714 6,725,692,498
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  建設事業については、工事費 4億 8,151 万 440 円で老朽管更新工事を実施し、施設改良工

事については、工事費 5億 1,968 万 5,200 円で配水管施設、取水・送水・配水施設の整備改

善を図り、安全な生活用水の安定供給に向けた配慮がなされている。（以上、金額は消費税

及び地方消費税込額） 

  経営成績では、総収益が 23億 7,939 万 3,619 円で前年度比 3,552 万 7,602 円(1.5％)の減

収となっている。この内容は、営業外収益が 3,873 万 5,994 円(23.7％)の増収であったもの

の、営業収益 4,447 万 9,925 円(2.0％)及び特別利益 2,978 万 3,671 円(99.0％)の減収によ

るものである。（以上、金額は消費税及び地方消費税抜額） 

  また総費用は、22 億 3,567 万 9,878 円で前年度比 1 億 2,167 万 8,922 円(5.8％)の増加と

なっている。増減額の大きいものは、その他特別損失 5,534 万 2,000 円(皆増)の増、支払利

息及び企業債取扱緒費 1,153 万 2,990 円(8.5％)の減となっている。（以上、金額は消費税及

び地方消費税抜額） 

  以上の結果、平成 30 年度決算においては 1 億 4,371 万 3,741 円の純利益となり、減

債積立金の使用により生じたその他未処分利益剰余金変動額 3 億 92 万 265 円を合わせた未

処分利益剰余金は 4億 4,463 万 4,006 円となる。 

  また、供給単価(260.70 円)と給水原価(250.93 円)を比較する料金回収率については、

103.9％(前年度 107.1％)で、1  あたり 9.77 円の販売収益を得た状況となっている。 

  さて、本市の水道事業については平成 31年 4月にかずさ水道広域連合企業団に引き継がれ

ており、平成 30年度が君津市水道事業としての最後の決算である。 

振り返れば、本事業は昭和 58 年 7 月に君津、小糸、上総の 3 上水道と周南、鹿野山、西

粟倉、東粟倉、正木の 5簡易水道事業を廃止統合し、君津市水道事業として創設された。平

成の時代に入ると、かずさアカデミアパークへの企業進出や東京湾アクアラインの波及効果

による人口増加を見越して 2 次にわたり事業を拡張したが、平成 11 年度まで増加傾向にあ

った給水人口は、その後横ばいから減少に転じて今日に至っている。加えて一般家庭におけ

る節水型家電製品の普及や、老朽化した施設の更新が重なり、厳しい経営を余儀なくされて

きた。 

このような状況にありながら一貫して経営の効率化等に努められ、安心で安全な水を安定

的に低廉で市民に供給し、資金不足に陥ることなく相当の剰余金をもってかずさ水道広域連

合企業団に事業を引き継いだ点について、本市水道事業は概ね所期の目的を達成できたもの

として評価するものである。 
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